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第１章 一般事項 

１ 総則 

（１）適用 

① 本共通仕様書に規定する事項は、別に定める場合を除き、受注者の責任において

履行すべきものとする。 

② 本工事に関係しない事項については適用しない。 

③ すべての設計図書は、相互に補完するものとする。ただし、設計図書などで相互

間に相違のある場合の優先順位は次のとおりとする。 

ア 現場説明書又は質問回答書 

イ 特記仕様 

ウ 図面等 

エ 本共通仕様書 

 

（２）用語の規定 

  ① 「監督職員」とは、請負契約書に規定する監督職員をいい、受注者に通達された

総括監督員及び監督員を総称していう。   

② 「受注者等」とは、当該工事請負契約の受注者又は契約書の規定により定められ

た現場代理人をいう。 

③ 「承諾」とは、受注者等が監督職員に対し書面で申し出た事項について、監督職

員が書面をもって了解することをいう。 

④ 「指示」とは、監督職員が受注者等に対し工事の施工上必要な事項を、書面によ

って示すことをいう。 

⑤ 「協議」とは、協議事項について、監督職員が受注者等とが結論を得るために合

議し、その結果を書面に残すことをいう。 

⑥ 「監督職員の確認」とは、施工の各段階で、受注者等が確認した施工状況や材料

の試験結果等について、受注者等より提出された資料に基づき、監督職員が設計図

書との適否を判断することをいう。 

⑦ 「立会い」とは、工事の施工上必要な指示、承諾、協議、検査及び調整を行うた

め、監督職員がその場に臨むことをいう。 

⑧ 「特記」とは、１（１）適用の③に指定された事項をいう。 

⑨ 「書面」とは、発行年月日が記載され、署名（押印を含む）された文章をいう。 

⑩ 「工事関係図書」とは、施工計画書、施工図、工事写真その他これらに類する施

工、試験等の報告及び記録に関する図書をいう。 

⑪ 「施工図等」とは、施工図、製作図、機器製作仕様書その他これらに類するもの

をいう。 

⑫ 「検査」とは、契約書に規定する工事の完成の確認をするために検査員が行う検

査をいう。 
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（３）官公署その他への届出手続等 

  工事の着手、施工、完成にあたり、関係官公署その他の関係機関への必要な届出手続

等を遅滞無く行う。 

 

（４）工事実績情報システムの登録 

  工事実績情報を登録することが、特記された場合は登録内容についてあらかじめ監督

職員に確認を受けた後に、登録の手続を行うとともに登録を証明する資料を監督職員に

提出する。 

 

（５）別契約の関連工事 

  別契約の、施工上密接に関連する工事については、監督職員の調整に協力し、該当工

事関係者とともに、工事全体の円滑な施工に努める。 

 

（６）疑義に対する協議等 

  設計図書に定められた内容に疑義を生じたり、現場の納まり又は取合い等の関係で、

設計図書によることが困難又は不都合な場合が生じたときは、監督職員と協議する。 

 

（７）発生材の処理等 

  発生材の再利用、再生資源化及び再生資源の活用に努める。 

  なお、発生材の処理は次による。 

  ① 発生材のうち、発注者に引渡しを要するもの並びに特別管理産業廃棄物の有無及

び処理方法は、特記による。 

    引渡しを要すると指定されたものは、指示された場所に整理の上、調書を作成し

て監督職員に提出する。 

  ② 発生材のうち、現場において再利用を図るもの及び再資源化を図るものは、特記

による。 

現場において再利用を図ると指定されたものは、当該工事の施工後、監督職員に

報告する。 

再生資源化を図ると指定されたものは、分別を行い、定められた再生資源化施 

没等に搬入した後、調書を作成し、監督職員に提出する。 

  ③ ①及び②以外のものは工事現場外に搬出し、再生資源の利用の促進に関する法

律、廃棄物の処理及び清掃に関する法律その他関係法令によるほか、建設副産物適

正処理推進要綱（国土交通省）に基づき適正に処理し、第三者に損害を与えること

のないようにする。 

    また、処理の結果を監督職員に報告する。  
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（８）関係者への広報等 

  ① 工事の施工にあたっては、地域住民その他の関係者との間に紛争が生じないよう

に努めるとともに広報等が必要な場合は、速やかに行う。 

  ② 工事に関して、地域住民その他の関係者から説明を求められたり、苦情があった

場合は、直ちに対応し、誠意を持ってその解決にあたる。 

  ③ 工事の施工上必要な地域住民その他の関係者との交渉は、受注者の責任において

行うものとし、あらかじめその概要を監督職員に提出する。 

  ④ ①から③までの交渉等の内容は、後日紛争とならないよう文章で確認するなど、

明確にしておくとともに、その経過を延滞なく監督職員に報告する。 

 

２ 工事関係図書 

（１）施工計画書 

  ① 工事の着工に先立ち、次の内容を記載し、工種別に機器、機材、工法、品質管理

などの具体的に定めた施工計画書を作成し、監督職員に提出する。ただし、受注者

は、簡易な部分においては監督職員の承諾を得て記載内容の一部を省略することが

できる。 

⚫ 工事概要 

⚫ 計画工程表 

⚫ 現場組織表及び工場組織表 

⚫ 主要資材 

⚫ 施工方法（仮設備計画、工事用地を含む） 

⚫ 施工管理計画 

⚫ 安全管理 

⚫ 緊急時の体制及び対応 

⚫ 交通管理 

⚫ 環境対策 

⚫ 現場作業環境の整備 

⚫ 再生資源の利用の促進と建設副産物の適正処理方法 

⚫ 法定休日・所定休日 

  ② 施工計画書の内容に変更する必要が生じた場合、監督職員に変更施工計画書を提

出するとともに、施工等に支障がないように適切な措置を講じる。 

 

（２）施工図等 

  施工図等を当該工事に先立ち作成し、監督職員の承諾を受ける。  
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（３）工事記録 

  ① 監督職員と協議した結果について、記録を整備する。 

  ② 工事の全般的な経過を記載した書面を作成する。 

  ③ 工事の施工に際し、試験を行った場合は、直ちに記録を作成する。 

  ④ 随時、施工の記録、工事写真等を整備する。 

 

（４）工事関係提出書類 

提出書類については、表－１に示す。 

表－１ 提出書類 

書類名 部数 備考 

工程表 ２ 契約締結後７日以内 

請負代金額内訳書 ２ 契約締結後７日以内 

下請計画報告書 ２ 契約時 

現場代理人等指定通知書 ２ 契約時 

前払金保証証書（請求書共） １ 契約時 

履行報告書 ２ 随時 

施工計画書 ２ 現場着手前 

施工体制台帳 ２ 下請契約締結後速やかに 

下請変更報告書 ２ 下請契約締結後速やかに 

材料等確認願 ２ 適宜 

試運転・試験要領書 ２ 適宜 

完成通知書 ２ 工事完成時 

完成写真 ２ 工事完成時 

工事写真 ２ 工事完成時 

工事報告書（点検結果報告書共） ２ 工事完成時 

下請結果報告書 ２ 工事完成時 

竣工図 ２ 工事完成時 

取扱説明書（必要に応じて） ２ 工事完成時 

試運転報告書（必要に応じて） ２ 工事完成時 

単体機器試験成績書（必要に応じて） ２ 工事完成時 

マニュフェストの写し ２ 工事完成時 

完成検査写真 １ 完成検査後 

工事目的物引渡書 ２ 完成検査合格後 

その他必要な書類 必要部数 監督職員の指示による 

上記の電子成果品（CD-R 等） １  
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３ 工事現場管理 

（１）施工管理等 

  ① 受注者は、設計図書に適合する工事目的を完成させるために、施工管理体制を確

立し、品質、工程、安全等の施工管理を行う。 

  ② 工事施工に携わる下請請負人に、工事関係図書の内容を周知徹底する。 

  ③ 電気保安技術者は、当該工事における電気工作物の工事を行うにあたり必要な電

気主任技術者又は監督職員の承諾を受けた者とし、適用は特記による。 

 

（２）施工中の安全確保及び環境保全 

  ① 建築基準法、労働安全衛生法、環境基本法、騒音規制法、振動規制法、大気汚染

防止法その他の関係法令等に従い、建築工事公衆災害防止対策要綱及び建設副産物

適正処理推進要綱に従い、工事施工に伴う災害防止及び環境の保全に努める。 

  ② 工事現場の安全衛生に関する管理は、現場代理人が責任者となり、建築基準法、

労働安全衛生法、その他関係法令等に従ってこれを行う。 

 

（３）養生 

  既存施設部分、工事目的の施工済み部分等について、汚染又は損傷しないよう適切な

養生を行う。 

 

（４）後片付け 

  工事の完成に際しては、当該工事に関連する部分の後片付け及び清掃を行うこと。 

 

４ 機器及び材料 

（１）機器及び品質等 

  ① 工事に使用する機器及び材料（以下「機材」という。）は、設計図書に定める品

質及び性能を有する新品とする。 

  ② 使用する機材が設計図書に定める品質及び性能を有することの証明となる資料

を、監督職員に提出する。 

    ただし、JIS マーク、JAS マーク及び厚生省令第 14 号（平成 9年 3月 19 日）に

適合することを示す認証機関のマークのある機材を使用する場合並びにあらかじめ

監督職員の承諾を受けた場合は、資料の提出を省略できる。 

 

（２）機材の搬入・検査 

  機材の搬入ごとに、監督職員に報告し、種別ごとに監督職員の確認を受ける。ただ

し、あらかじめ監督職員の承諾を受けた場合は、この限りではない。  
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（３）機材の検査に伴う試験 

試験は次の機材について行う 

  ① 機材の各項で指定された機材 

  ② 特記に指定された機材 

  ③ 試験によらなければ、設計図書に定められた条件に適合することが証明できない

機材 

  ④ 製造者において、実験値等が整備されているものは、監督職員の承諾により性能

等を証明するものをもって試験に代えることができる。 

 

（４）機材の保管 

  搬入した機材は、工事に使用するまで変質等がないよう保管する。 

 

５ 施工 

（１）施工 

  施工は、設計図書、施工計画書及び施工図等に従って行う。 

 

（２）一工程の施工の確認及び報告 

  一工程の施工を完了したとき又は工程の途中において監督職員により指示された場合

は、その施工が設計図書に適合することを確認する。また、適時、監督職員に報告す

る。 

なお、確認及び報告は、監督職員に承諾を受けた者が行う。 

 

（３）施工の確認 

  設計図書に定められた場合、一工程の施工を完了したとき及び監督職員により指示さ

れた工程に達した場合は、監督職員の確認を受ける。 

 

（４）施工の立会い等 

  次の場合は監督職員の立会いをうける。ただし、これによることが困難な場合は、別

に指示を受ける。 

  ① 設計図書に定められている場合 

  ② 主要機器を設置する場合 

  ③ 施工後に検査が困難な箇所を施工する場合 

  ④ 総合調整を行う場合 

  ⑤ 監督職員が特に指示する場合 

  ⑥ 監督職員の立会いが指定されている場合は、適切な時期に監督職員に対して立会

いの請求を行うものとし、立会いの日時については監督職員の指示を受ける。  
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６ 完成検査 

（１）工事契約書に規定する工事を完成したときの通知は、下記に示す要件のすべてを満

たす場合に、監督職員に提出することができる。 

  ① 設計図書に示すすべての工事が完成していること。 

  ② 監督職員の指示を受けた事項がすべて完了していること。 

  ③ 設計図書に定められた工事関係図書及び記録の整備がすべて完了していること。 

 

（２）通知又は請求に基づく完成検査は、発注者から通知された検査日に検査を受ける。 

 

７ 完成図書 

（１）工事が完成したときは、完成図書及び保全に関する資料等を作成し、監督職員に提

出する。 

 

（２）保全に関する資料は、次による。 

  ① 各設備の機能が十分発揮しうるよう主要機器を含めた装置の取扱い説明及び保守

についての事項を記載したもの。 

  ② 各機器の性能、作動試験等を記載したもの。  
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第２章 共通工事 

１ 機械一般事項 

（１）一般事項 

  本事項に規定なきものは、国土交通省の「公共建築改修工事標準仕様書（機械設備工

事編）」及び「公共建築設備工事標準図（機械設備工事編）」に準ずる。 

 

２ 鋼材工事 

（１）材料 

  ① 鋼板、形鋼、棒鋼、平鋼等は全て形状が正しいもので、特に品質規格の定めてな

いものは JIS 規格品等によるものとし、有害な傷や、甚だしい錆のないものとす

る。 

  ② ボルト及びナット、座金の材質は、特記のない場合は SS 材によるものとし、屋

外部分は溶融亜鉛メッキ及びステンレス鋼製（SUS304）とする。 

 

（２）溶接 

  ① 配管以外の場合は次の資格を有した者又は同等以上の技量を有する者とする。 

ただし、軽易な作業と監督職員が認め、承諾を受けたものについてはこの限りでは

ない。 

「溶接技術検定における試験方法及び判定基準」に基づく（一社）日本溶接協会

の資格を有する者 

  ② 溶接作業場所は、必要な設備と良好な作業環境を整えなければならない。 

なお、溶接作業中は漏電、電撃、アーク等による人身事故及び火災防止の処置を

充分行う。 

    また、亜鉛蒸気等の有毒ガスの発生のおそれのある場合は、保護具を準備すると

ともに十分な換気を行う。 

③ 溶接棒は JIS Z 3211 (軟鋼用被覆アーク溶接棒)、JIS Z 3201（軟鋼用ガス溶接

棒）によるもの又はこれと同等以上のものとする。 

④ 溶接面は、溶接に先立ち、水分、油、スラグ、塗料等溶接の障害となるものを除

去する。 

⑤ 溶接作業に際しては、適切な工具を用い、適切な電圧、電流及び溶接速度で作業

を行う。 

⑥ 溶接後は、溶接部をワイヤプラシ等で可能な限り清掃し、必要に応じ、グライン

ダ仕上げをした後、無機質亜鉛末塗料で溶接面の補修を行う。 

⑦ 溶接部は、溶接部全線にわたり目視検査を行い、割れ、アンダーカット、オーバ

ーラップクレーター等で有害な欠陥がないものとする。  
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３ 電気一般事項 

（１）一般事項 

本事項に規定なきものは、国土交通省の「公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工

事編）」及び「公共建築設備工事標準図（電気設備工事編）」に準ずる。 

 

４ 仮設工事（足場・養生） 

（１）機器整備据付工事等において、作業上足場が必要と認められる場合は、労働安全衛

生法に基づく鋼管又は木材等による構造上丈夫な作業足場を設置する。  

足場の組立て、解体作業にあたっては、同法に規定された資格を有する作業主任者

を選任して行うこと。 

 

（２）工事中、物体が落下又は飛来して作業者に危険を及ぼすおそれのある場合、若しく

は他の建物機器等に損傷を与えるおそれのある場合は、作業者に保護具を着用させ、

防止網、シート等の設置等、危険防止及び建物機器の損傷防止の為の養生措置を行

う。 

 

５ 機器の整備及び据付工事 

（１）整備する機器の、部品の材質・精度は特記のない時は、在来品と同等のものとす

る。 

 

（２）機器を分解整備するときは、他の箇所に損傷を与えないよう注意すると共に、状  

況に応じて適切な分解工具を使用し、軸・鋳物部等に衝撃を与えないようにする。損

耗した部品は取替えを行い、順序よく組み立て、整備した機器は、当初の性能を十分

発揮できるようにする。取り替えた部品等については整理し、監督員の確認を受けた

後処分する。 

 

（３）整備完了した機器の据付けは、基礎ボルトの位置を正確に出し、機器据付施工仕様

にもとづいて入念に据付けをする。  
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第３章 特記事項 

１ 工事内容 

 本工事の内容は、次のとおりとする。 

⚫ ターンテーブル整備 

⚫ アルミ選別機整備 

⚫ №1鉄類搬送コンベア整備 

本工事に使用する主要な交換部品・材料については、事前に監督職員の承諾を受けるも

のとする。 

 

２ 工事実績情報システムの登録 

 受注者は、受注時または変更時において、工事実績情報システム（コリンズ）に基づ

き、受注・変更・完成・訂正時に工事実績情報として「登録のための確認のお願い」をコ

リンズから監督職員にメール送信し、監督職員の確認を受けたうえ、受注時は契約後、土

曜日、日曜日、祝日等を除き 10 日以内に、登録内容の変更時は変更があった日から土曜

日、日曜日、祝日等を除き 10日以内に、完成時は工事完成後、土曜日、日曜日、祝日等

を除き 10日以内に、訂正時は適宜、登録機関に登録申請をするものとする。  

登録対象は、工事請負代金額 500 万円以上（単価契約の場合は契約総額）の全ての工事

とし、受注・変更・完成・訂正時にそれぞれ登録するものとする。  

また、登録機関発行の「登録内容確認書」は、コリンズ登録時に監督職員にメール送信

される。なお、変更時と完成時の間が 10 日間（土曜日、日曜日、祝日等を除く）に満た

ない場合は、変更時の登録申請を省略できる。 

なお、本工事の完成後において訂正または削除する場合においても同様に、コリンズか

ら発注者にメール送信し、速やかに発注者の確認を受けた上で、登録機関に登録申請する

ものとする。 

 

３ 工事中の留意事項 

（１）作業日時は、原則としてリサイクルセンターの稼働日時間帯以外とする。なお、具

体的な作業日時については、事前に監督職員及びリサイクルセンター運転管理業務の

受託者と協議を行うものとする。 

 

（２）受注者は、毎作業日の作業開始前及び作業終了後に、リサイクルセンター運転管理

業務の受託者へ必ず連絡を行い、当日の作業内容及び安全確認の報告を行うものとす

る。 

 

（３）仮設物の設置及び資材置場については、監督職員またはリサイクルセンター運転管

理業務の受託者の指示に従うものとする。また、施設の維持管理及び運転業務に一切

の支障をきたさないよう、十分配慮するものとする。 
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（４）受注者は、本工事の完成時、各種設備の稼働確認・点検を実施し、その結果を取り

まとめた「点検結果報告書（次年度以降の整備計画書を含む）」を提出するものとす

る。 

 

（５）本工事の施工において、検査員による検査（または監督職員の確認等）により手直

し等の指示があった場合は、受注者は、速やかに是正対応を行うものとする。 


